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人口減少・高齢化に伴い施設数の減少が懸念されており，特に地方都市では生活サービス水準の確保が

一つの課題となっている．これに対応して市町村を超えた拠点間で施設を補完するためのネットワークの

構築が望まれている．そこで本研究は市町村を超える拠点間移動に着目し，トリップの実態及び拠点間公

共交通の利便性を把握することを通じて，拠点間における施設の補完を考える際の課題を明らかにするこ

とを目的とする．栃木県を対象に分析した結果，1)全トリップの内，拠点が到着地になっている割合が約

36.0％であること，2)拠点間移動の割合は約6.6%でその内，約7割が市町村内の拠点間移動，約3割が市町

村を超えた拠点間移動であること，3)拠点間公共交通の運行頻度は高くなく，トリップにおける公共交通

の分担率も低いこと，がわかった． 
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1. はじめに 

 

人口減少に伴い，都市サービス施設の撤退といった問

題が生じている．都市計画分野では都市サービス施設を

拠点に集約することで一定のサービス水準を確保してい

くことを目指している．しかし，今後はよりいっそうの

人口減少が進むことから，全ての拠点で一定水準以上の

都市サービス施設を確保していくことは困難となること

が懸念されている1)．そのため，不足する都市機能は他

拠点とネットワークでつながることにより補完すること

が1つの方策とされている．その際のネットワークは，

高齢化が進むことや公共交通結節点を中心としたコンパ

クト化が推進されていることから公共交通が望ましいと

されている1)．それらコンパクト+ネットワークをはじめ

とする都市計画は，地方分権が進んだことで市町村が主

体となって策定されている． 

特に地方都市では，人口減少が進むと一つの市町村内

だけで確保していくことが困難であることから複数の市

町村をネットワークでつなぐことで一定規模の人口，都

市機能を確保することの必要性が挙げられている1)．

2018年7月には，複数の市町村から構成される圏域が行

政主体となることが法制化され2)，今後よりいっそう市

町村間で都市機能を補完するなどの連携が求められる． 

しかし，拠点間における都市機能の補完については必

要性が挙げられるようになってから日が浅く，補完の際

のネットワークについて十分な検討がなされていない．

今後人口減少に伴い，拠点間で補完していくことが目指

されており，これまで拠点間移動をしていなかった人も

今後は拠点間を利用することが考えられる．しかし，現

状どの程度拠点間移動されているか不明瞭であり，今後

拠点間移動を促す可能性も踏まえると，拠点間移動しや

すい個人属性や移動目的等を把握することが重要である

と考える． 

拠点間移動においても，公共交通を主軸とすることが

望まれている1)．しかし，地方都市によっては地域公共

交通の衰退が問題視されており，どの程度拠点間公共交

通を確保できているのか疑問が残る．そのため，拠点間

公共交通の有無についても把握する必要がある．  
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ただし，公共交通というのは単に拠点間に存在してい

るだけでは不十分で，移動したい時間帯に便がなければ

利用されない可能性もある．そのため拠点間における公

共交通の運行頻度も把握する必要があると考える．また，

拠点間が高頻度な公共交通で結ばれていても，移動先の

拠点に都市サービス施設が集積していなければその拠点

は利用されない可能性がある．そのため，実際にどの程

度都市サービス施設が拠点に集積しているのかを把握し

ていく必要がある． 

以上のことから本研究は，拠点間トリップ数及びその

特徴，拠点における施設の集積数，拠点間公共交通の運

行頻度の把握を通じて，拠点間における都市機能の補完

ポテンシャルを明らかにすることを目的とする．なお，

本研究における補完ポテンシャルとは，拠点における施

設数，拠点間の移動数，拠点間公共交通の運行頻度の観

点からみた，拠点間で都市機能を補うことの実現可能性

のことを指す． 

 

 

2. 研究の位置付け 

 

(1) 既存研究の整理 

 コンパクトシティ研究の中で，拠点における都市サー

ビス施設の集約に関する研究として，柿本・吉田3)はコ

ンパクト化の指標を土地利用や社会基盤施設に関する指

標から提案している．肥後ら4)は拠点における施設の集

積状況を分析し，市町村による拠点設定数は過剰ではな

いかと指摘している．また，ネットワークに関する研究

も多くの蓄積が存在し，赤星ら5)は低頻度な公共交通を

有する地域の移動利便性を評価する方法として運行ダイ

ヤを用いた時空間ネットワークを提案している． 

近年は，コンパクト+ネットワークに関する研究も行

われている．道路ネットワークの観点からの研究として，

後藤・中村6)は拠点間道路を階層的に設定することの重

要性を示しており，山根ら7)は小さな拠点の選定数と小

さな拠点後背圏の道路ネットワークの整備状況との関係

を明らかにしている．海外でも土地利用と合わせたネッ

トワークの評価方法を提案しているものが存在する8)．  

しかし，拠点間における都市機能の補完に関する研究

は少ない．小澤ら9)は，一般拠点と上位拠点の間の運行

頻度と一般拠点の商業・医療施設の立地状況の関係性を

明らかにしている．筆者ら10)は市町村内の拠点間公共交

通の利便性を公共交通の運行頻度と移動時間を加味した

指標から評価している．亘ら11)は拠点間の補完性につい

て，商業集積が大きい拠点ほど拠点へのトリップ数が増

加することを明らかにしている．しかし，いずれも市町

村内に限定した分析であり，市町村を超える拠点間を対

象とした研究はみられない．また，都市機能を補完して

いく際には拠点間移動を促進していくことが考えられる

が，実際にどういった個人属性を持つ人が拠点間移動を

しやすいのか明らかになっていない． 

 そこで本研究は，市町村の枠を超えた拠点間トリップ

数とその特徴，拠点間公共交通の利便性等を把握するこ

とで，今後の拠点間で都市機能の補完ポテンシャルを明

らかにすることを目的とする．なお，その際には公共交

通の運行頻度別に移動可能な拠点間を把握し，拠点にお

ける都市サービス施設の集積数を考慮することで，現状

の拠点間公共交通により補完をした場合に享受できる都

市サービス施設数がどの程度存在するか把握を行う．加

えて，実際に拠点間を移動されているのかを把握する． 

 

(2) 研究の特長 

既存研究と比較して本研究は以下の特長を有する． 

1) 拠点間における都市サービス施設の補完ポテンシャ

ルについて，拠点間トリップの特徴及び公共交通の

利便性，拠点施設集積数の観点から明らかにした新

規性を有する． 

2) 市町村間連携の必要性が高まっている現在において，

市町村内及び市町村を超えた拠点間移動の実態を分

析している適時性を有する．  

3) 拠点間における都市サービス施設の補完を想定し，

実際に補完を試みた際に参考となる基礎的情報を提

示している有用性をもつ． 

4) サンプル数及び回収率の高いトリップ調査のデータ

を用いることで，信頼性の高い結果を提示している． 

 

 
3. 分析概要 

 

(1) 拠点設定及び対象拠点間 

地方分権の影響により市町村が主体となって都市計画

が進められていることを踏まえ，市町村の都市計画マス

タープラン(以下，市町村MP)から拠点設定をした肥後

ら4)の方法を参考にして対象拠点を設定する．なお，市

町村MPを基にした立地適正化計画が近年策定されてい

ることを踏まえ，肥後らが対象にしていた市町村MPに

加え，立地適正化計画も対象として拠点設定をした．具

体的には，立地適正化計画にて生活の中心と位置付けら

れている拠点を対象とし，立地適正化計画が策定されて

いない市町村は市町村MPにて生活の中心と位置付けら

れている拠点を対象とした． 

拠点範囲についても同様に肥後ら4)を参考に，拠点の

中心(鉄道駅を基準とし，鉄道駅がない場合は市町村MP

の記述から判断して設定．多くの場合は行政施設)から

半径800m以内に含まれる町丁目の面積が50%以上の場合

は町丁目全域，25～50%の場合はその割合に応じて町丁
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目を按分した範囲を対象とした．なお，徒歩10分圏にあ

たる半径800mという一律の基準を設けたのは，他拠点

へ移動した際にその拠点から徒歩でアクセス可能な範囲

にどの程度施設が集積しているのか把握するためである．

ただし，宇都宮市の中心部にあたる拠点については

800m圏より広い範囲に施設が立地しているため，800m

圏ではなく立地適正化計画で定められている都市機能誘

導区域を拠点範囲とした．なお，都市機能誘導区域内に

JR宇都宮駅と東武宇都宮駅(両駅の距離は約1.6km)とい

う拠点の中心たりうる駅が離れた位置に存在する．宇都

宮駅は他市町村を結ぶ広域的な交流を促進する役割が強

いのに対し，東武宇都宮駅周辺は中心市街地を有し，ま

ちの賑わいの場である12)．そこで特徴の異なる両駅の中

間(両駅から約800m)にあたる道路で都市機能誘導区域

を東西に分割し，別の拠点として分析対象とした．  

拠点間については，乗り換えずに1つの公共交通で移

動可能な拠点間を対象とする．これは地方都市において

は比較的乗り換え抵抗が高いためである．また，対象と

する市町村間については隣接市町村までとする． 

 

(2) 拠点における都市サービス施設の集積数 

本研究は都市サービス施設に着目し，拠点にどの程度

集積しているか分析する．都市サービス施設(以下，施

設)については既存研究4)に倣い，日本標準産業分類にお

ける大分類(19カテゴリ)のうち，A農業,林業及びB漁業

を除く17カテゴリ(表-1)に属する事業所を対象とする．

なお，事業所のデータは「経済センサス-基礎調査」を

用いた．集積度合の分析は肥後ら4)が提案しているASU

の概念に着目し，3章1節で述べた拠点範囲における施

設数を算出することで拠点における施設数を把握する． 

 

(3) 拠点間公共交通の利便性 

拠点間公共交通の利便性については運行頻度に着目し

て分析を行う．これは，1章で述べたように移動したい

時間帯に便がなければ利用されない可能性があることを

考慮するためである．運行頻度を算出する時間帯につい

ては，拠点において確保する都市機能として医療，福祉，

商業等の生活機能が挙げられている1)ことから，医療・

商業施設等を利用する時間帯においても運行本数を確保 

 

表-1 日本標準産業分類(大分類)  

A 農業，林業 K 不動産業，物品賃貸業

B 漁業 L 学術研究，専門・技術サービス業

C 鉱業，採石業，砂利採取業 M 宿泊業，飲食サービス業

D 建設業 N 生活関連サービス業，娯楽業

E 製造業 O 教育，学習支援業

F 電気・ガス・熱供給・水道業 P 医療，福祉

G 情報通信業 Q 複合サービス事業

H 運輸業，郵便業 R サービス業(他に分類されないもの)

I 卸売業，小売業 S 公務(他に分類されるものを除く)

J 金融業，保険業 ※A,Bは分析対象外

産業分類項目名

 

していることが重要であるため，本研究では平日のオフ

ピーク時(10～16時)を対象に運行頻度[本/h]を算出する． 

 

(4) 使用するパーソントリップ調査 

本研究では，拠点間移動の実態を把握するためにパー

ソントリップ調査を利用する．対象地としては，本研究

が市町村域を超えるコンパクト+ネットワークに着目し

ていることから，都道府県単位でコンパクト+ネットワ

ークを掲げている都道府県が望ましい．国土のグランド

デザイン2050や立地適正化計画等においてコンパクト+

ネットワークが掲げられた2014年から現在まで都道府県

全体の計画でコンパクト+ネットワークを1ページ以上の

文章量でかつ図を用いて掲げている都道府県のうち，地

方圏に位置するのは栃木県や香川県等がある．この内，

立地適正化計画や市町村MPを十分に確保できた栃木県

を対象とした．加えて，栃木県は関東平野に位置してお

り，他市町村へ移動する際に地形的制約が比較的少ない

ことも対象とした理由である． 

栃木県を対象に実施したパーソントリップ調査として

は，宇都宮市が実施した県央広域都市圏生活行動実態調

査(2014年)がある．本研究ではこの調査データを利用す

る．具体的な調査概要については表-2に示す．この調査

の対象圏域を図-1に示す．本研究ではこの14市町の内，

2018年4月時点で立地適正化計画もしくは市町村MPを 

 

表-2 県央広域都市圏生活行動実態調査の概要13) 

調査日
2014年5月20日(火)～22日(木)、27日(火)～29日(木)、
　　　　 6月3日(火)～5日(木)、　のいずれか1日

調査圏域
14市町(宇都宮市、鹿沼市、日光市内の旧今市地域、
真岡市、さくら市、那須烏山市、下野市、上三川町、
益子町、茂木町、市貝町、芳賀町、壬生町、高根沢町)

対象
調査圏域に住む約42万世帯から無作為に抽出した約
12万世帯

回収結果 約3万4,000世帯から調査票を回収（回収率：約28.3%）

内容
個人属性(性,年齢,居住地,職業,等)，トリップ(町丁目別
OD,着目的,交通手段,所要時間,等)、など  

 

 
図-1 栃木県におけるPT調査の対象圏域 
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公表しておらず，また総合計画にて補填不可能であった

市貝町を除く13市町を対象とする．なお，この調査デー

タは調査圏域の外縁部でも町丁目別にサンプル数が確保

されている精度の高いことが特徴である． 

 調査の結果，外出しているトリップの総数は2,378,473

トリップ(拡大係数による拡大後)で，本研究では分析対

象圏域内における2,066,491トリップを対象に分析を行う． 

 
 
4.  拠点間移動の実態 

 

(1) 拠点間移動の割合 

 まず，実際にどの程度拠点間移動がなされているのか

把握を行った．その際には発着地(OD)を拠点内・外に

分けて把握した．その結果を表-3に示す．この結果から，

全トリップの内，拠点が到着地になっている割合が約

36.0％，拠点間移動の割合は約6.6%であることがわかっ

た．なお，拠点間移動の内，約7割が市町村内の拠点間

移動，約3割が市町村を超えた拠点間移動である． 

  

(2) 拠点間移動量と施設数の関係 

 比較的施設数の少ない拠点は，比較的施設数の多い拠

点へ移動することで享受できる施設数を確保していくこ

とが考えられる．そこで，実際に少ない拠点から他拠点

へ移動されているのか把握するため，拠点における施設

数と拠点間トリップ数の関係を分析した(図-2)．なお， 

宇都宮駅・東武宇都宮駅の中心とする拠点については3 

 

表-3 全トリップに占める拠点間トリップの割合 

O→D トリップ数 割合

拠点内移動 206,771 10.0

拠点間移動 136,372 6.6
拠点内→拠点外 401,079 19.4
拠点外→拠点内 400,452 19.4
拠点外→拠点外 921,818 44.6

合計 2,066,491 100  
 

宇都宮市

⿅沼市

茂⽊町

※ 対象外の市町村は背景を灰色で表示
※ 2拠点間を比較した際，施設数が少ない拠点を発地，施設数が多い拠点を着地としている

拠点施設数
・平均値︓342.1
・中央値︓194.0
・第1四分位数︓

85.8

 
図-2 拠点間トリップ数（施設数小発） 

章1節で述べたように都市機能誘導区域を分割して対象

にしたが，図-2以降においては，視認性を高めるために

他拠点と同様に円で拠点を表現した．図-2から，他拠点

との施設補完が考えられる施設数の少ない拠点ほど他拠

点へのトリップ数は少ない傾向にあることがわかった．

一方で施設数が少なくても他拠点への移動が比較的多い

拠点も存在し，他拠点と施設補完を実際に始めている拠

点が存在する可能性が示唆された． 

 

(3) 拠点間トリップの特徴 

 今後拠点間移動を促す可能性があることを踏まえ，拠

点間トリップの特徴を明らかにする．具体的には，表-3

に示す分類別に把握することで，拠点間トリップとその

他のトリップとの特徴の違いを分析する．ただし，例え

ば拠点外への移動の場合，短距離から長距離のトリップ

まで含まれるため，交通手段等に差が生じるものと考え

る．そのため，本研究では拠点間トリップの平均移動時

間が18分であることを踏まえ，拠点内移動及び拠点間移

動を除く移動について，15分という閾値で分けた．トリ

ップの特徴として交通手段や着目的，個人属性に着目す

る．分析結果(図-3～図-5)から以下のことがわかった．  

・図-3をみると，栃木県における公共交通の分担率自体

が高くないため，拠点間においても公共交通の分担率

は約9.7%と高いとは言い難い．一方で，拠点間移動と

拠点外から拠点内への移動(16分以上)のみで残差分析

した結果においても，拠点間移動の方が鉄道の割合が

有意に高くなった(p<0.01)． 

・図-4をみると，拠点間は「勤務先へ」の割合が比較的

高い(p<0.01)．また，女性は拠点間においても「買物

へ」「その他の私事へ」の割合が16分以上の移動より

も大きい(p<0.01)．これらのことから，拠点に勤務地

や買い物利便施設の集積が効果的である可能性が示唆

された． 

・図-5をみると，高齢者の拠点間移動の割合は高くなく，

生産年齢人口の拠点間移動の割合が高い(p<0.01)．ま

た，拠点間移動する年少人口の割合は低い(p<0.01)．  

 

 

独立性の検定 P=0.000　　残差分析：**有意水準1%で高い，*有意水準5%で高い
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図-3 拠点内・外移動別の交通手段割合 
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独立性の検定 P=0.000　　残差分析：**有意水準1%で高い，*有意水準5%で高い
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図-4 拠点内・外移動別の着目的割合 

 

独立性の検定 P=0.000　　残差分析：**有意水準1%で高い，*有意水準5%で高い
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図-5 拠点内・外移動別の年齢割合 

 

 

5.  拠点間公共交通の利便性 

 

(1) 市町村内・外への拠点間公共交通の有無 

まず，現状の拠点について他拠点への公共交通の有無

を把握した．その際には市町村内の他拠点及び市町村外

の拠点へ公共交通で移動可能であるか否かに分けて把握

した．分析結果(図-6)から以下のことがわかった． 

1) 半数以上の拠点が市町村内及び他市町村への拠点

へ移動可能である． 

2) 市町村内または他市町村の拠点へしか移動できな

い拠点も存在する． 

3) 市町村内・市町村間を問わず，他拠点へ移動不可

能な拠点が存在する．そのほとんどがそもそも拠

点範囲内に鉄道駅やバス停をもたない拠点である． 

以上のことから，市町村内及び他市町村の拠点へ移動

可能な公共交通を有している拠点が多いことが示唆され

た．ただし，茂木駅については市貝町への鉄道があるも

のの市貝町が分析対象外となっていること，鹿沼市や茂

木町等の対象圏域の外縁部に位置する市町村については

対象圏域外への公共交通が考慮されていないことに留意

が必要である． 

※ 対象外の市町村は背景を灰⾊で表⽰

宇都宮市

⿅沼市

茂⽊町

 
図-6 市町村内・間における拠点間公共交通の有無 

 

(2) 拠点間移動後の施設数からみた公共交通の利便性 

拠点間移動を通じて，どの程度享受可能な都市サービ

ス施設数の増加が見込まれるのか把握する．なお，公共

交通の有無だけでなくその質まで考慮するため，公共交

通の運行頻度別に把握する．本研究では運行頻度f［本

/h］について，2段階の閾値を設け，その閾値以上の運

行頻度を有する公共交通で拠点間移動することで享受で

きる施設数の増加分を把握する．まず運行頻度f＞0を1

段階目の閾値として設定する．これは対象時間帯の10～

16時の間に1本以上の便が存在する，つまり運行頻度に

関わらず既存公共交通でどの程度移動可能かの把握を試

みるものである．しかし，低頻度であれば公共交通が利

用されない可能性もあるため，運行頻度1[本/h]以上の公

共交通のみを対象としたことを表す運行頻度f≧1[本/h]を

2つ目の閾値として設定する．分析結果(図-7～図-8)から

以下のことがわかった． 

1) 図-2と図-7を比べると平均値・中央値等は10倍以上

増加する．  

2) 一方で，図-2と図-8を比べると大きな変化がみられ

ない拠点も多く，運行頻度が課題となっている．  

以上のことから，市町村内及び市町村間で拠点間移動

を行うことで享受可能な施設数が増加する拠点が多く存

在する一方で，現状の公共交通のサービス水準では拠点

間の補完ポテンシャルが低い拠点も一定数存在すること

が明らかになった． 

 

(3) 拠点間トリップと拠点間公共交通の利便性の関係 

前節までで，拠点間トリップ数や拠点間公共交通の運

行頻度を把握してきた．しかし，栃木県は図-3からも分

かる通り，公共交通の分担率は高いとはいえない．その

ため，拠点間公共交通の運行頻度が確保できている拠点

間においても自動車に代替されている可能性がある．そ

こで，拠点間トリップ数とそのトリップに占める公共交

通の分担率，拠点間公共交通の運行頻度の関係を分析し

た．分析結果(図-9)から，以下のことがわかった． 
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※ 対象外の市町村は背景を灰⾊で表⽰

公共交通による

宇都宮市

⿅沼市

茂⽊町

拠点施設数
平均値︓4253.9
中央値︓4760.0
第1四分位数︓862.8

 

図-7 公共交通による拠点間移動後の施設数  

 

拠点施設数
平均値︓3187.9
中央値︓2413.0
第1四分位数︓198.8

※ 対象外の市町村は背景を灰⾊で表⽰
※ f︓運⾏頻度[本/h]

公共交通(f≧1)による

宇都宮市

⿅沼市

茂⽊町

 

図-8 公共交通(f≧1)による拠点間移動後の施設数  

 

・拠点間公共交通の運行頻度が高いからといって，拠点

間トリップ数が多い訳ではない．このことから自動車

が拠点間移動の主となっている拠点間が多い可能性が

示唆された． 

・半分以上の拠点間が公共交通があるにも関わらず，拠

点間トリップ数が0となっており，公共交通による拠

点間移動は比較的されていない傾向にある． 

 

 

7. おわりに 

 

今後市町村を超えた拠点間で都市サービス施設を補完

していくことが望まれている中，本研究は現状拠点間で

どのようなトリップが発生しているのか，拠点間移動を

支える公共交通の現状とトリップ数の関係などに着目し，

分析を実施した．分析の結果，以下のことがわかった． 

1) 全トリップの内，拠点が到着地になっている割合

が約36.0％である．また，拠点間移動の割合は約

6.6%でその内，約7割が市町村内の拠点間移動，約

3割が市町村を超えた拠点間移動である． 

R² = 0.2719

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

拠点間トリップ数

拠点間公共交通の運行頻度[本/h]

0%

1~20%

21~40%

41~60%

61~80%

81~100%

公共交通分担率

 
図-9 拠点間公共交通の運行頻度と拠点間トリップ数の関係 

 

2) 施設補完が考えられる施設数の少ない拠点ほど他

拠点へのトリップ数は少ない傾向にある． 

3) 拠点間は「勤務先へ」の割合が比較的高く，特に

女性は「買物へ」「その他の私事へ」の割合も比

較的高い．このことから，拠点に勤務地や買い物

先となる都市サービス施設の集積が効果的である

可能性が示唆された． 

4) 拠点間移動する年少人口は比較的少ない．一方で，

生産年齢人口の拠点間移動する割合は比較的高い．  

5) 拠点間公共交通の運行頻度とトリップ数に高い相

関はみられない．このことから自動車が拠点間移

動の主となっている拠点間が多い可能性が示唆さ

れた． 

以上のことから，現状では公共交通で拠点間を補完す

ることが実現可能であるとは言い難く，拠点間移動数も

少ないため，施設補完を目指す際には拠点間移動を促し

ていく必要性が示唆された． 

今後は，分析対象圏域外との補完可能性を分析するこ

と，補完可能性について施設の種類別に把握することが

研究課題として挙げられる． 
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